
6.4.2 実践的な面的展開の提案とそれに基づく通信試験
前年度の研究成果により、島根県原子力環境センターとその周辺の既設モニタリングポスト間であれば

ZETA の持つ通信経路の自動選択機能により通信が確立できることが確認されている。また長距離通信も安
定して行えることがわかっている。
これらの結果と 4段までの中継が可能な ZETAの仕様を踏まえ、より実践的なネットワークとして次の様
な構成を想定した（図 32）。すなわち地域ごとに山頂や高層ビル屋上という見通しが効きやすく長距離通信が
安定して確立できる場所に基幹となる中継局（ただしハードウェアは通常の中継局と同じもの）を設置し、こ
の基幹となる中継局に対して接続することを想定してその地域の端末や中継局を展開する。中継局同士は動的
にメッシュを構成するので、基幹中継局は地域内に展開された中継局および他の基幹中継局同士でもメッシュ
を構成する。一方展開される中継局や端末は基幹となる中継局に対して接続すればよくなるので、より設置の
自由度が上がり機動性が確保できる。

図 32 ZETAの特性を考慮した実践的なネットワーク構成の概念図。見通しの良い場所に設置することで
ZETAの仕様により基幹中継局同士でもメッシュが自動構成されるため、より安定に広域での通信が確保
できる様になる。

この構成を実現するには、

• 山頂やビル屋上等に設置する基幹となる中継局との安定な通信の確立
• 基幹となる中継局と地域内に展開した中継局や端末との通信の確立

が問題となる。また緊急時の機動的な運用を想定した場合

• 代替基地局の設置をした際の運用の連続性やネットワークの機動的な切り替え

も課題となる。そこで、これらの検証のための試験を行った。
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6.4.2.1 基幹となる中継局の展開
基幹となる中継局は、基地局との通信が確立できることやその地域に対して十分な見通し範囲を確保できる
ことが望ましい。そこで、新たに図 33に示す様に深田北と忌部の 2箇所に中継局を設置することとした（図
34）。深田北は島根原発に隣接した標高 163 mにあるモニタリングポスト設置箇所であり、南方向にある保健
環境科学研究所に見通しが効く場所にあるとともに、島根原発周辺のモニタリングポストとも良好な通信が期
待できる場所である。また忌部は標高 463 mの位置にある無線中継所付近であり、保健環境科学研究所と県
庁側に開けた場所にあるとともに、山間に散在する集落等に対する通信が期待できる場所である。これらの通
信結果を表 6にまとめる。

深⽥北

保健環境科学研究所

宍道湖ふれあいパーク

島根県庁

県⽴美術館

AP Mote センサ

サンレイク

6.5km

忌部 (標⾼：463m)

10.5km

図 33 中継局の設置箇所。深田北は島根原発近くのモニタリングポスト向けを想定し、忌部は山間部にあ
る集落への通信を想定している。

保健環境科学研究所

↓

保健環境科学研究所

↓

島根県庁

↓

図 34 中継局を設置した場所の状況。深田北は南方向に保健環境科学研究所が見える（左）。忌部は保健
環境科学研究所と島根県庁方向に開けている（右）。

今回の結果は概ね予想通りであり、基地局との通信は良好であったが、忌部で想定された県庁との通信が確
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表 6 各中継局の受信電力。アップリンクは中継局→基地局向き、ダウンリンクは基地局→中継局向きの通信。

地点名 機器間距離 (km) アップリンク (dBm) ダウンリンク (dBm)

深田北 6.5 -108 -110

忌部 10.5 -117 -121

立できなかった。県庁側はちょうど中間位置に西忌部町にある標高 209 mの山があり、この山の 200 m程度
の高さの山の峰が連続してちょうど県庁側を遮る配置となっていた。この山に遮られて通信できなかったため
と考えられる。この問題は基幹となる中継局がさらに増えて経路が複数確保できる様になれば解決できると考
えられる。

6.4.2.2 機動的な中継局・端末の展開
1) 深田北を起点とする展開
地域に置く基幹的な中継局の確立で一定の成果を確認したので、引き続きその基幹的な中継局による地域内
での機動的な中継局・端末の展開の試験を行った。
まず、島根県が管理する場所にある深田北の中継局をそのままにした状態で、周辺のモニタリングポストか
らの直接ないし中継局を介して深田北の中継局に接続し、そこから基地局へ接続する試験を行った。深田北の
中継局およびその周辺のモニタリングポストの位置関係および通信試験の結果を図 35に、また各地点での受
信電力等を表 7に示す。概ね深田北地点からの見通しが確保できるモニタリングポスト地点との間で良好な通
信が確保できている。魚瀬は直線距離にもかかわらず良好な通信を確立できているのは深田北から古浦方面の
海に向かって平地で障害物がないためと考えられる。

図 35 島根原発周辺のモニタリングポスト配置 [24]と通信試験を行なった箇所のうち通信が成立した場所
（赤丸）とその経路（黄線）、および通信確立ができなかった場所（青丸）。

この試験で特筆すべきは手結南の通信確立である。これは直接の通信が不可だったことから魚瀬に中継局を
設置したところ手結南との通信が確立された。適切な箇所に追加の中継局を機動的に置くことで通信不可の地
域を解消することができることが示された。深田北より東側の地域では中継局を設置しての試験は行なってい
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表 7 接続試験時の典型的な受信電力。アップリンクは端末→基地局向きの通信、ダウンリンクは基地局→
端末向きの通信。

地点名 可否 直接中継 アップリンク (dBm) ダウンリンク (dBm)

片句 × - - -

手結 × - - -

手結南 ○ 中継 −118 −122

魚瀬 ○ 直接 −97 −102

古浦 ○ 直接 −85 −88

池平 ○ 直接 −92 −98

佐陀本郷 ○ 直接 −115 −107

名分 ○ 直接 −113 −112

上講武 × - - -

大芦別所 × - - -

大芦 × - - -

加賀 × - - -

ないが、深田北を見通せる山頂ないし海側、あるいは谷合を経由していく経路での中継局の設置で改善ができ
る可能性がある。例えば今回の試験では通信確立ができなかった加賀局についても、人員や機器手配の都合上
中継局設置まではできなかったものの、同局近くの海岸から深田北との接続が確認されている。

2)市内中心街における展開
市街地では郊外とは違って建物の影響を大きく受けて複雑な伝搬の様相を呈すると予想される。そこで市街
地における検証もおこなった。保健環境科学センターの基地局と島根県庁および県立美術館の中継局を使い、
市内中心部各地にあるモニタリングポスト設置箇所との通信を試みた。さらに、緊急時のネットワーク展開の
自由度を確認するため、テクノアークしまねに臨時の基地局を、風土記の丘に臨時の中継局をそれぞれ追加で
設置しての通信も試みた。各地点の位置関係を図 36に示す。また、各地点での通信試験の結果は表 8の通り
である。松江市内中心部のモニタリングポストについては、大半のモニタリングポストは保健環境科学セン
ターに設置の基地局へ直接接続する、あるいは県庁→県立美術館の中継局を経由して接続することができた。
一部のモニタリングポストはテクノアークしまねに設置した基地局への直接ないし風土記の丘に臨時設置した
中継局経由での接続が確認された（図 37、38）。通信状態も概ね良好である。風土記の丘は松江市中心街の南
端部に広がる丘陵地帯であり南側から市内を一望できる場所であり市街地の通信状態改善に大きく寄与してい
ると考えられることから、基幹となる基地局の設置に良い場所とも言える。
唯一通信できなかった松江市南消防署はすり鉢状の地形の底にあり、県庁や美術館、風土記の丘の各中継局
方向には高い建物ないし坂がある状態であった（図 39）。機動的な展開を考慮した場合、事前に計画を立てて
の中継局や基地局の設置ができない場合があるため、先に述べた基幹となる基地局を多方面に展開しておくこ
とでより多方向からの接続を確保する必要性を示していると言える。
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図 36 松江市内中心部の通信試験を行なった地点。テクノアークしまねには臨時の基地局を、風土記の丘
には臨時の中継局を追加設置した。

6.5 自律型ネットワークのまとめ
前年度に引き続き ZETAを利用した実践的な自律的ネットワーク構築の試験を行なった。ZETAの実現す
る無線通信は極めて安定しており使いやすいものであった。圏内にさえ入れば自動で最適な通信経路を決定し
て通信できるようになるため、設置にあたっても専門の知識や特段の技術を要求せず、今回の宍道湖周辺での
長期試験で得られた安定した通信、島根原発周辺および松江市内で展開した機動的な面的ネットワークの展開
のような運用が誰でも可能である。実用的な水準の安定した通信網を機動的に構築する能力が十分示されたと
考える。ZETAの規格上の通信容量 (49 bytes/30 sec)の制約はあるものの、その制約を踏まえた運用であれ
ば緊急時の即応性と平常時の安定した運用を両立できるものである。また、ZETAは規格に暗号化プロトコル
や指定グループの通信機器のみとの接続を行うホワイトリスト機能を持っており、これを活用することでデー
タのセキュリティも確保できる。
今回の結果は ZETAのものであるが、ZETAと同じくメッシュネットワークと最適通信経路の自動選択を
実装するWi-SUN FANのような他の LPWA通信規格でも期待できる効果であると考えられる。また LPWA

自体が IoTへの適用を想定して開発されていることから、通信モジュールも極めて安価かつ潤沢に供給され
ている。例えば ZETAの端末用通信モジュールの実勢価格は 2000円を下回っている。このように調達も容易
であることから、今後様々なモニタリングネットワークにおけるバックアップ回線としての LPWA通信の各
規格の研究を継続すべきであり、その適用可能性を積極的に検討する価値はある。
例えば、国土強靭化の施策の一環としてモニタリングポスト等の通信の多重化による信頼性向上も検討され
ているが、従来の多重化における選択肢である地上固定回線、携帯回線、衛星回線、無線テレメトリーのい
ずれも機材や設置の導入費用、運用の費用、免許等の問題があり、導入する自治体の大きな負担となってい
る。このような多重化の検討の際に LPWAを選択肢に加えることは自治体の抱える課題を解決すると考えら
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表 8 接続試験時の典型的な受信電力。接続基地局で「保」は保健環境科学研究所、「テ」はテクノアークし
まね。アップリンク/ダウンリンクの受信電力は端末と最初の中継局間のもので単位は dBm。また、アッ
プリンクが端末→基地局向きの通信、ダウンリンクは基地局→端末向きの通信。

地点名 可否 接続基地局 直接中継 経路 アップリンク ダウンリンク
テクノアークしまね ○ 保 中継 県庁-美術館 -110 -104

風土記の丘 ○ テ 直接 - -113 -126

比津 ○ 保 直接 - −121 −120

持田 ○ 保 中継 県庁-美術館 −94 −93

菅田会館 ○ 保 中継 県庁-美術館 −85 −88

オフサイトセンター ○ 保 直接 - −92 −98

城西公民館 ○ 保 直接 - −115 −107

末次 ○ 保 直接 - −113 −112

くにびきメッセ ○ 保 中継 県庁-美術館 -109 -105

朝日公民館 ○ 保 中継 県庁-美術館 -120 -120

合同庁舎 ○ 保/テ 中継 県庁-美術館/風土記 -111/-102 -109/-112

古志原公民館 ○ テ 中継 風土記 -120 -116

松江市南消防署 × - - - - -

れる。
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図 37 松江市内中心部で保健環境科学センターの基地局に接続した地点とその経路。県庁の中継局が各地
に対してよい中継局として機能している。

図 38 松江市内中心部でテクノアークしまねの基地局に接続した地点とその経路。風土記の丘経由による
市内南側の通信改善が実現している。
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図 39 通信のできなかった松江南消防署の立地条件 [25]。すり鉢状の地形の底にあり、今回使用した中継
局および基地局の方向に障害物となる山が存在している。
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7 超小型 KURAMA-II

7.1 超小型 KURAMA-IIのあらましと
Single-board Computer とは、従来の組み込みシステムのためのワンボードマイコンと同様に名刺大程度
のプリント基板上に CPUやメモリ、入出力インターフェースを装備したものでありながら、Linuxのような
汎用 OSを積んでいてパソコン的な使い方にも十分対応できるものである。近年の半導体技術の進展による能
力向上や小型化も進んで、様々なシングルボードコンピュータが登場しており、IoTにおける重要なツールと
して市場は活況を呈している。
そういう Single-board Computerの中でも、ソニーが 2018年に発表した Spresense[26]は、Spresenseは

Arduinoに近い低消費電力でありながら、GNSS受信機やハイレゾ音源対応のオーディオコーデック等を内
蔵するとともに、6個の CPUを搭載したマルチコア構成を採用することで、個人でも容易に高性能で汎用性
の高いアプリケーションの開発を実現できる Single-board Computerである。Spresenseの搭載する LSIの
あらましを図 40に示す。

図 40 Spresenseの搭載する LSI(CXD5602/CXD5247)のあらまし。オーディオ信号処理とバッテリマ
ネジメントを受け持つ CXD5247と ARMの 6コアプロセッサを搭載し、一般的な演算処理や画像処理、
各種インターフェースを受け持つ CXD5602を搭載している。

本研究ではこの Spresense を活用した超小型 KURAMA-II を製作し、LPWA と組み合わせた機動的な展
開のできる放射線計測システムを開発することを目標としている。前年度には超小型 KURAMA-IIに必須の
機能である

• GNSSによる測位機能
• 超小型 KURAMA-II用検出器の開発
• 放射線計測用アルゴリズムの開発

の基本的な開発が完了していることから、本年度は

• 超小型 KURAMA-IIに実装する検出器の製作
• 放射線計測用アルゴリズムの改良
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• 実証検証用超小型 KURAMA-IIの製作

が目標となる。

7.2 超小型 KURAMA-IIに実装する検出器の製作
前年度の研究では、C12137-00を放射線入射時のパルス出力をピークホールドした値を出力するように改造
した評価用検出器を製作し、この検出器のピークホールド出力の波高を Spresenseの搭載する ADCで測定す
ることに成功したものの、得られたスペクトルは C12137-00と比べてエネルギー分解能などに問題があった。
検出器と ADC間が仮配線であることに由来する電気的ノイズを確認していたことから、このノイズがエネル
ギー分解能悪化の原因として指摘した。
この前年度の結果を踏まえ、超小型 KURAMA-IIに搭載する CsI(Tl)検出器を設計製作した（図 41）。前
年度の試作品と基本的な構成は同じであるが、変更点としては、

• アナログ回路を ASIC（特定用途向け集積回路）で再設計して小型化・省電力化を図った
• アナログ回路とMPPC用高電圧回路を 32 mm角の基板に集約した
• 配線を最短にするためメインボードにコネクタで直付する形態にした
• Spresenseの ADCのサンプリング速度が 500 kS/sに合わせてピークホールド時間を 4µs以上に伸ば
せるようにした

である。

図 41 （左）超小型 KURAMA-II用 CsI(Tl)検出器の外観。CsI(Tl)とMPPCは C12137-00と同じア
ルミニウム製の容器にモールドされている。基板にはMPPC用高圧電源の ICとMPPCからのアナログ
信号処理をする ASICが搭載されている。（右）ASICの内部構成。シェイピングアンプで整形されたパル
スの波高を保持するピークホールド回路とパルス入力検知のためのコンパレータが内蔵されている。

ASIC（特定用途向け集積回路）は、特定目的のカスタム設計の回路を集積した集積回路であり、必要な回
路を最適な形態で実装していることから量産時のコストパフォーマンスに優れている。その一方で細かい仕様
変更のたびに内部の設計のやり直しとなるため、細かい仕様変更を繰り返す試作目的には適していないという
欠点もある。今回の超小型 KURAMA-IIは、その使用方法や目的から言って普及時には従来のモニタリング
機材よりも多数の生産を見込むべきものである。また前年度の試作により概ねパラメータも決定していたこと
から量産化を見据えて ASICでのアナログ信号処理系の実装を試みた。
この検出器単体で動作させた時の典型的な出力波形を図 42に示す。今回の ASICは +3.3 Vの単一電源で
動作させており、有効出力範囲が 0.5 ∼ 1.8 Vとなった。なお Spresense側の ADCの入力範囲は 0 ∼ 1.6 V

であり、ASICの出力をほぼカバーしている。
今回の検出器の試作の最中に従来使用していたMPPCが廃番となり、その後継品となる新しいMPPC 浜
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図 42 今回製作した CsI(Tl)検出器からの典型的な出力信号。黄色の波形がピークホールド出力。青の波
形がコンパレータ出力。この場合、コンパレータ出力のタイミングから 8µs後に外部回路からピークホー
ルド回路向けにリセット信号を送り出している。

ホト S14160[28]を使用することとなった。新しい MPPCは性能向上により従来品よりも入射光量に対する
出力電荷量が大きくなっており、従来品に最適化した ASIC では内蔵するアンプが飽和してしまうことがわ
かった。これにより観測できる γ 線のエネルギー範囲が狭くなってしまうという問題が発生している。なお、
ASICを使用しているためアンプのゲインを調整するには ASICチップの再設計と製作が必要になるが、検出
器メーカである浜松ホトニクスの ASIC開発グループのスケジュールと再設計と製作の費用の問題で今回の事
業の範囲内では実施が困難となりゲイン調整は断念している。この問題については後述する。

7.3 超小型 KURAMA-II試作機の製作
検出器と通信モジュール、Spresenseを取り付けるための超小型 KURAMA-IIのメインボードは今回新規
に設計した。その回路図を図 43に示す。
このメインボードは外部から USB-microコネクタで供給される +5 Vで動作し、Spresenseと接続するた
めの 100 pin フラットコネクタ、超小型 KURAMA-II用の検出器と接続するための 30 pinフラットコネク
タ、および ZETAモジュールを搭載するためのピンコネクタを実装している。また、各モジュール間でロジッ
ク信号が 1.8 Vと 3.3 Vで混在していることから、シングルゲート ICによるレベル変換のための回路を搭載
するとともに、Spresenseがデータ保存や設定ファイルの読み出しに使用する microSDカードスロットとイ
ンターフェースを搭載している。またボード上にはそれぞれのモジュールが必要とする動作電圧を供給するた
めの電源も搭載している。内部ではアナログ系とデジタル系それぞれに 3.3 Vが供給できる仕様になっている
が、現時点ではメインボード上でアナログ信号の増幅等は行わないためアナログ系電源は使用していない。こ
のボードの大きさは 100 mm × 60 mmとなっており、市販の防水・耐衝撃構造をもつプラスチックケースに
組み込んで使用することを想定している。実際に各モジュールを搭載した状態およびケースに組み込んだ状態
を図 44に示す。組み込みにあたっては、電源となる Li-ionバッテリーや LPWAのアンテナも内蔵するため
外部にコネクタ等は一切持たず、耐環境性能が向上している。
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図 43 超小型KURAMA-IIのメインボードの回路図。Spresenseと浜ホト製作のCsI(Tl)検出器、ZETA
モジュールを搭載するためのインターフェースを搭載し、Spresenseはこの基板を経由してmicroSDカー
ドの読み書きが可能になっている。
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図 44 超小型 KURAMA-II のメインボードに Spresense と検出器および ZETA モジュールを搭載した
ところ（上）と、Li-ionバッテリー等を実装して防水ケースに組み込んだ様子（下左）およびその外観（下
右）。160 mm × 100 mmの葉書大の大きさになっており、容易に携行し設置できる様になっている。
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7.4 Spresenseのソフトウェア改修
今回製作した検出器では、ピークホールドの終了タイミングを外部から制御できるようにすることで、

Spresense ADCによる波高測定に必要な時間を確保できるようにしている。そのため測定に必要な時間を経
過した時点で Spresenseからピークホールド回路のリセット信号を送出するようにした。当初は Spresenseの
ADCでパルスを検出した後 Spresenseのデジタル出力端子からリセットのためのゲート信号を送出する計画
であった。しかし、ADCを受け持つ CPUコアとデジタル I/Oの CPUコアが独立しており、相互連携させ
ると ms単位の遅延が発生してピークホールド回路のリセットがうまくできないことがわかった。このため、
コンパレータからのゲート信号をデジタル入力で受け、同じ CPUコアの受け持つデジタル出力端子から処理
時間分だけ遅延させたゲート信号を出力させることにした。
また、デジタル入出力を受け持つ CPUコアと ADCを受け持つ CPUコアの同期が取れないため、コンパ
レータ出力を利用してパルスの検知ができない。そこで、常時 ADCを稼働させ、常時入力電圧を監視、閾値
以上の出力が得られた場合に後続の一定時間内の ADC出力値から波高を算出する方法を取ることとした。
Spresenseによりコンパレータ出力から 16 µs後にリセット信号を出力するようにした上で、Spresenseの

ADCで取得したピークホールド信号の波形を図 45に示す。500 kS/sの ADCであれば、十分長い時間ピー
クホールド値に相当する一定値を出力するはずであるが、明らかに鈍った波形になっており、その形状から
500 kS/s よりも十分低いカットオフ周波数のフィルタがかかっているように見えた。この原因は Spresense

の ADCがハイレゾオーディオにおける利用を想定して実装されたため、ハイレゾオーディオを入力した時の
見かけ上の ADCの分解能を上げるためにカットオフ周波数 32 kHzの LPFを内部に実装しているためとわ
かった。このフィルタを外すことはできないため、やむを得ず得られた波高の立ち上がりから 7 ∼ 9点目をフ
ラットな部分とみなし、この高さを波高値とすることとした。

図 45 Spresenseの ADCで取得したピークホールド信号。サンプル IDは ADCのサンプリングタイミ
ング（約 2µs周期）で、コンパレータ出力から 16 µs後にリセットをかけている。
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さらに、ADC出力の長時間変動を観測すると、前年度ほどではないものの無信号入力時の ADC出力の値
が変動していることがわかる（図 46）。

図 46 無信号時の出力レベルが変動している様子。

この変動はエネルギー分解能悪化の要因となるため、変動の影響を抑えるよう波高決定のアルゴリズムを変
更することとした。新しいアルゴリズムでは、常時 ADCの値の移動平均値をとって直近の無入力時の ADC

の値を決定し、パルス立ち上がり判定をこのレベルより十分大きくなった場合とした上でフィルタの効果を考
慮した波高値の決定を行い、そこから直近の無入力時の ADCの値を差し引くこととした（図 47）。

図 47 ベース変動を前提とした波高測定の概念図。

このようにして得たトリウムを含有する天然鉱石を線源としたときの超小型 KURAMA-II および同じ
CsI(Tl)結晶を使用する C12137-00Hの波高スペクトルを図 48に示す。測定可能なエネルギー範囲が大きく
制限されていることがわかる一方、測定可能な範囲では従来の CsI(Tl)検出器と同等のエネルギー分解能を実
現していることがわかる。またこの結果より、Spresenseの内蔵するフィルタの効果や 0レベルの変動への対
応がうまくいっていることがわかる。また、ADC の入力範囲では 208Pb の 583 keV が見えており、約 700

keV程度までの γ 線が弁別できると見込まれる。
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図 48 0レベルの変動を考慮した波高測定法を実装して超小型 KURAMA-IIで測定したスペクトル（赤）
と比較のため同じ CsI(Tl)結晶を持つ検出器である C12137-00Hのスペクトル（黒）。

また、図 49は今回の検出器の 133Ba、137Cs、60Coの場合の波高分布である。137Csのピークの分解能が
悪化し左右非対称な歪みが明らかになっており、図 48と合わせて考えると、600 keV程度を超えたあたりか
ら ASICの飽和によるエネルギー直線性の悪化が発生していると思われる。

図 49 超小型 KURAMA-II用検出器の 133Ba、137Cs、60Coの場合の波高分布。137Csくらいから上で
の非直線性が顕著であること、Spresense ADC の入力範囲 0 ∼ 1.6 V は非直線性の顕著になり始める領
域を含んでいることがわかる。

今回の結果から、今回の ASICでは観測したい γ 線のエネルギー範囲に対応する波高を 0.5 ∼ 1.4 Vの範囲
に調整することができれば良好な結果が得られることがわかる。今回新しく採用したMPPCである S14160
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では、一般的な光センサ市場で求められる photon あたりの出力電荷量の向上を達成した結果、同じシンチ
レータを使用していても従来品より同じエネルギーの γ 線に対する出力が増大している。そのため、従来品の
MPPCを想定して設計したゲインのアンプを内蔵する ASICでは 137Csの 662 keVのパルスでも ASICへの
入力過多となって飽和してしまうことがわかった。MPPCのバイアス電圧を下げることでエネルギー範囲の
拡大を試みたがうまくいかず、ASIC自体のパラメータ変更が必要であることがわかった。先に述べた通り、
このパラメータ変更は ASICを新たに設計製作することとなるため、今回はこれ以上の調整を断念した。600

keV程度以上で非直線性が顕著なことから今回の検出器では線量率の校正は行わず、実証試験ではスペクトル
データの取得と収集が可能かどうかを検証することとした。

7.5 超小型 KURAMA-IIの実証試験
今回製作した超小型 KURAMA-IIの LPWAネットワーク経由のデータ収集能力の検証のため、製作した
超小型 KURAMA-II端末 5台を島根県松江市に持ち込んで、松江市内での ZETAの通信試験後も継続して
設置している試験用のネットワークを使った実証試験を行った（図 50）。ZETAの通信容量の制約から、時刻
と位置情報でタグづけされた線量率とスペクトルデータを圧縮した上で分割して送信した。概ね 4分毎に測定
データを送った。
松江市内各地から既設の中継局、あるいは当日持参した臨時の中継局を併用することで比較的良好に通信を
行うことができた（図 51）。出雲空港出発ロビー窓際に置いて電源を投入した超小型 KURAMA-IIは 4 ∼ 5

km 離れたサンレイクの中継局に接続し安定な通信を確立するなど、展開は極めて容易であった。また測定
データも ZETA経由で送信することができ、得られた波高スペクトルも天然核種である 214Pbのピークが見
えるなど想定されたものが得られている（図 52）。

7.6 超小型 KURAMA-IIのまとめ
Single-board Computer と LPWA を活用し、手のひらに乗るサイズの超小型 KURAMA-II を製作した。
量産時のコスト低減が期待できる ASICを使って検出器を製作した。ASIC搭載のアンプの直線性の良い部分
では従来品の CsI(Tl)検出器とほぼ同等のエネルギー分解能を実現した。さらに超小型 KURAMA-IIと既設
の ZETAネットワークを組み合わせた実証試験では面的な展開が容易に実現できることを確認した。
課題である ASICで製作したアナログ回路系だが、小型化や低廉化により大量の超小型 KURAMA-IIを展
開するという趣旨から言えば、低コスト化と性能安定に有利な ASICによる放射線検出システムの実装が可能
と示せたことに意義がある。なお、ASICは浜松ホトニクスが設計製造したもので、最適化した ASICの再設
計と製作は技術的には全く問題ないこと、ただし会社側の人員の都合により今回の事業の実施期間内の再製作
が困難であるとの回答を得ている。そこで、事業終了後も引き続き最適化の可能性について検討することと
した。
また機動的に展開した超小型 KURAMA-II からのデータを ZETA で収集できることを実証した。これに
より緊急時にも機動的に展開できるモニタリング体制のあり方を示すことができた。本事業完了後ではある
が、今後検出器の最適化が完了した後で、東電福島第一原子力発電所近郊で展開しての実証試験などを検討し
たい。
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図 50 松江市における超小型 KURAMA-II の実証試験の様子。超小型 KURAMA-II を持ち込んでス
マートホンで測定状況を確認し、通信状況により携行した中継局を近隣に設置して改善の有無を確認した。
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図 51 松江市付近での展開の様子。色付きの四角で測定点とその地点での線量率が示されているが、エネ
ルギー範囲と直線性の問題により線量率の指示値の校正は行なっていない結果であることに注意。

図 52 超小型 KURAMA-II により測定された松江市内での波高スペクトルの例。700 ch 付近に 214Pb

のピークらしきものが見える。
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8 発災直後の面的な放射線モニタリングの一提案
最後に本研究全体のまとめに代え、本研究の成果を踏まえた発災直後の面的な放射線モニタリングのあり方
について考える。
今回の研究により、機動性の高い面的な放射線モニタリングを実現する技術的要素である ZETAのような
メッシュ型 LPWAを用いた自律型ネットワーク技術は、今回の研究対象である緊急時の面的なモニタリング
活動だけでなく、すでに展開されている既設のモニタリングポスト等のデータ収集のためのバックアップ回線
としても有効な技術であることが示された。
そこで、この自律的ネットワークを平時より既設のモニタリングポストのバックアップ回線として整備して
おく（図 53）。これにより、既設モニタリングポストが整備済みの光回線や衛星回線、携帯回線のような通信
事業者依存ではない通信手段で多重化を実現できる。LPWAモジュールは基地局、中継局、端末とも他の通
信手段に比べて非常に安価であり、通信事業者に依存しないことから回線契約維持の費用もかからず、予備の
回線として整備・維持する負担は極めて小さい。また、既設モニタリングポストを結ぶ事で、これまで様々な
要因を考慮して検討されてきたモニタリングの必要性の高い地域をくまなくエリア化できるメリットもある。
なお、通信におけるセキュリティについても、例えば今回の研究で使用した ZETAは規格として暗号化プ
ロトコルや指定グループの通信機器のみとの接続を行うホワイトリスト機能を持っており、これらを活用する
ことで確保できる。

図 53 平常時における自律型ネットワークの展開。安価かつ事業者に依存しないデータ収集のための通信
手段による多重化を実現するとともに、これまでに検討されてきたモニタリングの対象とするべき地域を
くまなくエリア化できるメリットがある。

実際に災害が発生した時は、このバックアップ回線として整備されている LPWAネットワークを活用し、
今回開発した可搬型モニタリングポストや超小型 KURAMA-IIを大量に追加配備して発災直後の面的なモニ
タリングを実施する（図 54）。可搬型モニタリングポストや超小型 KURAMA-IIは既存のモニタリングポス
トのバックアップ回線である LPWAネットワークを経由してデータを送信するので、既存のモニタリングポ
スト等と連携した運用が可能となる。
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図 54 緊急時における自律型ネットワークを活かしたモニタリング活動の展開。可搬型モニタリングポス
トや超小型 KURAMA-II は既存のモニタリング機器が使用するバックアップ回線に追加される機器とし
て運用され、既存のモニタリング機器と同様に計測とデータの送信を行う。

なお、東電福島第一原子力発電所事故のような複合災害の場合、自律的ネットワーク自体のダメージも想定
される。しかし、今回採用した ZETAのような自律型ネットワークの持っている通信事業者に依存せずネッ
トワークを構築できるメリットや最適通信経路の自動探索機能を活かし、都度機動的に追加の中継局を配置す
るなどして対応する。また想定外の地域でのモニタリングが必要になった場合も同様の方法で機動的にエリア
を拡大していく。
このようにして、平時にも有効に活用できるとともに、緊急時にもシームレスな対応のできる備えを構築す
ることができる。
緊急時の対応は事前の十分な想定と備えとともに、想定外の場合でも引き続き何らかの対処の手段を取り続
けることのできる柔軟性や機動性も必要である。今回の研究成果はこれまでの防災体制に柔軟性や機動性を付
加するものと位置付けられることから、本研究の技術成果の採用を積極的に進めていくことが強く望まれる。
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	別添資料.pdf
	初動対応資料.pdf
	2020放射線テロ災害対処.pdf
	2020化学剤テロ災害対処.pdf
	2020爆発物テロ災害対処.pdf
	2020生物剤テロ災害対処.pdf
	2020放射線テロ災害対処（短縮版）.pdf
	2020化学剤テロ災害対処（短縮版）.pdf
	汚染対策テキスト.pdf
	2020-CBRNEテロ災害初動対応マニュアルver202103.pdf

	標準テキスト改訂分.pdf
	2020原子力災害研修標準テキスト-原子力災害基礎1-原子力防災体制.pdf
	2020原子力災害研修標準テキスト-原子力災害基礎2-放射線の基礎.pdf
	2020原子力災害研修標準テキスト-原子力災害基礎4-放射線防護.pdf
	2020原子力災害研修標準テキスト-原子力災害基礎8-避難と屋内退避の支援.pdf
	2020原子力災害研修標準テキスト-中核人材6-放射線管理要員の役割.pdf
	2020原子力災害研修標準テキスト-派遣チーム1-原子力災害医療派遣チーム.pdf
	2020原子力災害研修標準テキスト-派遣チーム2-原子力災害医療派遣チームの活動.pdf
	2020原子力災害研修標準テキスト-専門-WBC・甲状腺５-原子力災害対応.pdf
	2020原子力災害研修標準テキスト-専門-WBC・甲状腺６-甲状腺簡易検査.pdf
	2020原子力災害研修標準テキスト-専門-WBC・甲状腺７-甲状腺簡易検査実習ハンドアウト.pdf
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